















今から 60 年以上前に，一橋大学経済研究所では大川一司ら 20 名弱の研究者がきわめて壮大な
統計推計プロジェクトを立ち上げた。それは，1880 年代半ば以降の戦前期日本に関する主要経
済データを体系的に推計し，最終的には SNA 統計上の GNP・GDP といった包括的概念までを
数値化する，いわば無鉄砲なデータ推計である。そのプロジェクトは，担当者らによって長期経











ト開始後 16 年を経た 1974 年であった。開始時は高度成長期がスタートした直後であったが，
データの公表時はすでに第 1次オイルショックを経て安定成長期に入っていた。いつしか時代は
大きく変わっていた。
LTES プロジェクトの成果全 14 巻が出そろって 30 年近くたった 2017 年，再び同じ研究所の
関係者によって新たな推計プロジェクトにもとづく研究成果が公表された。それが高島正憲著
『経済成長の日本史─古代から近世の超長期 GDP 推計　730─1874』（以下，高島本と略記）で
ある。そこでは古代から近代初頭にかけての 1人当たり GDP がわが国で初めて推計されたほ
か，それをアンガス・マディソンによって作成された国際比較統計と比べて，わが国の経済成長















































後 50 年間を通して地域別・年代別に分類したものである。この表をみると，2015 年にアジア経
表１　『社会経済史学』掲載論文における対象地域・年代の内訳
（単位：本）
1965 年 1990 年 2015 年 合 計
（参考）
1936 年
日　本（掲載数） 7 9 14 30 51
　古　代 2 2 5
　中　世 1 2 3 15
　近　世 4 3 7 25
　近　代 7 7 4 18 8
　現　代 1 3 4 2
その他地域（掲載数） 15 14 11 40 12
　アジア 3 2 9 14 3
　西　欧 8 8 3 19 7
　東　欧 1 1 2 0
　北　欧 0
　北アメリカ 3 2 3 8 0
　南アメリカ 1
　アフリカその他 1 2 1 4 1
掲載論文の総数 22 23 25 70 63
（日本の割合：％） 31.8 39.1 56.0 42.9 81.0
日本における近現代
の割合：％





　　 3． 2015 年で中世・近世が多い理由は，共通論題「私札・手形にみる中近
世日本信用取引史の新地平─「アプローチ接続」の視座に立脚して」関
連の論文３本が含まれていることによる。
（資料） 1965 年は『社会経済史学』第 30 巻，1990 年は同第 56 巻，2015 年は同
第 81 巻より谷沢が作成。
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作成が一段落したことを契機として，これらの内容を再度整理して研究書の形で成果を発表しよ






























ば，同人が一橋大学の 21 世紀 COE プログラム「社会科学の統計分析拠点構築」（Hi-Stat）の拠
点リーダーとして，名誉博士号授与のお膳立てから祈念行事の企画実施までを手伝ったこと，マ
ディソンが一橋大学の大川一司を初めて訪問したのは 1961 年でそれ以降は親交を深めたが，特
に 1990 年代になってから Hi-Stat の招きで経済研究所に滞在したことで再び親密な交流をおこ
なったこと，などの情報が入手できる（11）。特に最後の 1990 年代における再交流の関連では，マ
超長期ＧＤＰ推計という難題　　203









































2010 年 4 月に死去しているため叶わないが，高島は現役の大学教員であるため反論が可能であ




































　　 2． 本書は，神奈川大学経済貿易研究所の 2018 年度研究叢書として出版助成金
を交付された。
206　　商 経 論 叢　第 55 巻第 3・4合併号（2020．3）
おける 1人当たり GDP の推計作業に限定して，先行研究における立論の仕方，推計式のつくり
方，使用データの選定・加工方法のほか，推計作業の工程管理，データの公表など周辺領域まで
検討するように心掛けることとした。その検討手法として，SNA 統計の専門概念・推計方法の

























































期と明治初頭）のそれが第 3章で解説される。いったん全国人口を第 4章，都市人口を第 5章で
それぞれ推計した後，両データを利用して近世の非 1次産業を第 6章，中世の非 1次産業を第 7
章（前半）で推計する。さらに以上の各産業別データを第 7章（後半）で合算したうえで，同部



























（注）1．高島が石高を実質 GDP とみなした理由は，谷沢『経済成長の誕生』の第４章の 2.1. を参照のこと。
　　 2． 人口関連データから１次産業実質 GDP への点線の矢印は，中世における第１次産業の推計方法（高島
本の第２章）を示す。ただし実際の推計では，実質賃金など他のデータも利用する。
（資料）谷沢が作成。















第 2章では，高島本やマディソンの著作（主に『世界経済 2000 年史』）を取り上げ，超長期実












く「実質所得法」，1500～1820 年では 1 人当たり実質 GDP の年平均成長率を一定に固定する


























る。次に，対象国における対象年次の GDP と 1990 年の GDP（いずれも自国通貨表示）の比率























の産業別実質 GDP データや 1人当たり GDP データや，古代・中世の農業生産に関する新旧度
量衡によるデータ系列があげられるなど，きわめて重要なデータ類であることがわかる。
第 5章は，かねてより LTES の GDP 推計のうち第 3次産業（正確には商業サービス業 A）の
推計精度が特に低いと指摘されていた問題を扱う。すなわち同問題を検討した攝津斉彦の論文を
取り上げて，その論文で提示された新たな推計方法を詳細に検証して問題点を指摘したほか，そ
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（4 ）金森久雄監訳（日本経済研究センター訳）『20 世紀の世界経済』東洋経済新報社，1990 年
（同，1989 年）
（5 ）金森久雄監訳（政治経済研究所訳）『世界経済の成長史 1820 ─ 1992 年─ 199 カ国を対象
216　　商 経 論 叢　第 55 巻第 3・4合併号（2020．3）
とする分析と推計』東洋経済新報社，2000 年（同，1995 年）
（6 ）金森久雄監訳（政治経済研究所訳）『経済統計で見る世界経済 2000 年史』柏書房，2004
年（同，2001 年）
















（8 ）マディソン「1870 － 1960 年間における世界経済の成長と循環」大蔵省大臣官房編『調査
月報』第 51 巻第 11 号，1962 年 11 月。
（9 ）持田恵三「A. マディソン「西側諸国における経済成長」1964 年」農業総合研究所編『農
業総合研究』第 19 巻第 1号，1965 年 2 月。
（1 0）A．マディソン著・木村勝治訳「西ヨーロッパにおける労働生産性の動向」労働大臣官
房統計情報部編『海外労働経済月報』第 15 巻第 2号，1965 年 5 月。
（1 1）八尾信光「アンガス・マディソン統計から見た世界経済発展史」政治経済研究所編『政
経研究』第 88 号，2007 年 5 月。
（1 2）斎藤修「前近代国民所得推計の意味と意義─アンガス・マディソン教授の仕事」政治経
済研究所編『政経研究』第 90 号，2008 年 8 月。
（1 3）八尾信光「21 世紀世界経済の長期展望─ A. マディソン統計からみた推移と長期予測」
立教大学経済学研究会編『立教経済学研究』第 62 巻第 4号，2009 年 3 月。
（1 4）斎藤修「経済史家アンガス・マディソンの死を悼む」政治経済研究所編『政経研究』第
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　水
みどりかわ
鳥川和夫「日本古代・中世の水田生産力」『社会経済史学』第 85 巻第 2号，2019 年 8 月。
　川戸 貴史「15～17 世紀日本貨幣流通史研究の視点と論点」『歴史学研究』第 988 号，2019 年
10 月。
まず水鳥川論文では，高島が 950 年における農業の労働生産性を（近世期よりも）相対的にき



















































































































































































　宇都 宮浄人「個人消費支出からみた戦間期の景気変動─ LTES 個人消費支出の再推計」日本
銀行金融研究所編『金融研究』第 28 巻第 1号，2009 年 3 月。
　江口 栄一「日本戦間期における食料費支出─需要側と流通側から」一橋大学経済学博士論


























確に言えば，本書の第 5章で論述したように明治初頭の GDP を新たに推計することは構わない
が，LTES の対象年次を無理に改訂する作業はひとまず抑えておくべきであろう。この理由とし
て，明治末期以降の第 3次産業所得の推計方法に疑義があるため，これらの推計値を利用して
LTES を改訂したり，超長期 GDP を推計したりすることは，新たな問題を抱え込むこととなる。
なぜなら高島が必要としたデータは，明治期の 3時点（1874 年，1890 年，1909 年）の県別デー
タであり，そのうち 1890 年と 1909 年の全国計はすでに LTES のデータがあったため，これらか
ら県別データを推計すればよかったからである（36）。たとえ LTES の改訂が社会的に要請されて
いたとしても，LTES の対象期間を改訂しなければ超長期推計ができなかったわけではない（37）。










































1885年 90 95 05 10 141900
　　（注）図タイトルと作図法はすべて原資料のままである。
　　（資料）岡崎哲二『工業化の軌跡─経済大国前史』読売新聞社，1997 年の 21 頁。





































付記：本稿は，2019 年 9 月 2 日に経済貿易研究所と経済史研究会の共催のもと，神奈川大学で





　　なお筆者は，本稿の完成直前に神奈川大学経済学会編『商経論叢』第 55 巻第 1号（2019 年












だし原書名は，Growth Recurring: Economic Change in World History）。このほか高島が，もとは日本史研
究者をめざしていたという経歴も影響していたと解釈することもできるが，それは穿った見方かもしれな
い。念のため申し添えておきたい。
（3）吉川洋「総評　第 61 回日経・経済図書文化賞　受賞 4作品を読む」『日本経済新聞』2018 年 11 月 3 日
（朝刊）の 31 面。
（4）『国民所得』の刊行以降に出版された統計集は，『貿易と国際収支』（1979 年），『繊維工業』（1979 年），









ているが，とりあえず羽田正編『グローバル・ヒストリーの可能性』山川出版社，2017 年の第 1～4 章
（特に同書の 94～95 頁）を参照のこと。またグローバル経済史については，現在のところ水島司・島田竜










推計方法に関する一考察─ 1人当たり実質 GDP の事例─」『商経論叢』第 53 巻第 3号，2018 年 5 月；同
「超長期 GDP 推計におけるデータ接続問題─高島正憲著『経済成長の日本史』の推計方法に関して─」
『商経論叢』第 53 巻第 4 号，2018 年 8 月；同『長期経済統計』における第 3次産業所得の再推計問題─
攝津推計に関する論点整理─」『商経論叢』第 54 巻第 1・2 合併号，2018 年 12 月；同「書評：高島正憲
著『経済成長の日本史─古代から近世の超長期 GDP 推計　730─1874』」『経営史学』第 53 巻第 4 号，
2019 年 3 月。


























730─1874』」『社会経済史学』第 85 巻第 1号，2019 年 5 月である。










































（30）詳しくは，『21 世紀の世界経済と日本─1950～2050 年の長期展望と課題』晃洋書房，2012 年を見てほ
しい。
（31）詳しい内容は，谷沢弘毅「超長期 GDP 推計に関連した最近の主要研究に対する若干の論評─水鳥川
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長期経済統計プロジェクト」（いわゆる「アジア LTES」）（http://www.ier.hit-u.ac.jp/COE/Japanese/
index.html）の「ニュースレター」から閲覧することができる。




Fukao, Jean-Pascal Bassino, Tatsuji Makino, Ralph Paprzycki, Tokihiko Settsu, Masanori Takashima, Joji 










（38）具体的な内容は，岡崎哲二『工業化の軌跡─経済大国前史』読売新聞社，1997 年の 21 頁の図 4とそ
の関連文章を参照のこと。
（39）谷沢『経済成長の誕生』の 244 頁。
（40）超長期 GDP 推計プロジェクトの研究体制は，谷沢『経済成長の誕生』の 234 頁で詳しく記述してい
る。
